
（単位：千円）

科     目 金     額 科     目 金     額

（資産の部） （負債の部）

 流　動　資　産 15,553,030  流　動　負　債 11,458,437

現 金 及 び 預 金 2,450,387 支 払 手 形 2,484,646

受 取 手 形 1,336,332 買 掛 金 7,005,430

売 掛 金 9,109,750 短 期 借 入 金 770,920

商 品 2,440,820 未 払 金 478,589

立 替 金 5,035 未 払 法 人 税 等 229,833

繰 延 税 金 資 産 171,849 未 払 消 費 税 等 38,363

そ の 他 57,923 未 払 費 用 89,840

貸 倒 引 当 金 △ 19,067 預 り 金 28,255

賞 与 引 当 金 297,000

役 員 賞 与 引 当 金 22,200

 固　定　資　産 7,688,073 そ の 他 13,357

   有形固定資産 4,085,576

建 物 1,573,001  固　定　負　債 2,014,271

構 築 物 43,532 長 期 借 入 金 673,220

機 械 装 置 3,887 繰 延 税 金 負 債 127,149

車 輌 及 び 運 搬 具 67 退 職 給 付 引 当 金 223,245

器 具 及 び 備 品 21,282 役員退職慰労引当金 353,120

土 地 2,443,805 預 り 保 証 金 637,536

   無形固定資産 29,122 負  債  合  計 13,472,708

借 地 権 18,338 （純資産の部）

電 話 加 入 権 10,120  株　主　資　本 9,425,080

そ の 他 663    資　　　 本　　 　金 1,005,100

   投資その他の資産 3,573,374    資　本  剰　余  金 2,968,792

投 資 有 価 証 券 1,038,060 資 本 準 備 金 251,275

関 係 会 社 株 式 1,060,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,717,517

長 期 貸 付 金 1,643,914    利  益  剰  余  金 5,464,448

差 入 保 証 金 150,250 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,464,448

敷 金 262,641 別 途 積 立 金 3,627,542

固 定 化 債 権 39,248 繰 越 利 益 剰 余 金 1,836,905

そ の 他 278,197    自    己    株    式 △ 13,260

貸 倒 引 当 金 △ 898,939  評価・換算差額等 343,314

   その他有価証券評価差額金 343,314

純 資 産 合 計 9,768,394

資  産  合  計 23,241,103 負債・純資産合計 23,241,103

（平成20年3月31日現在）

貸借対照表



（単位：千円）

科　　　目

　　売　　上　　高 39,642,737

　　売　　上　　原　　価 32,348,682

売 上 総 利 益 7,294,055

　　販売費及び一般管理費 6,813,324

営 業 利 益 480,730

　　営　　業　　外　　収　　益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 66,874

そ の 他 308,746 375,620

　　営　　業　　外　　費　　用

支 払 利 息 28,438

売 上 割 引 24,188

そ の 他 2,381 55,008

経 常 利 益 801,342

　　特　　別　　利　　益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4,308

適 格 退 職 年 金 制 度 終 了 益 54,342 58,650

　　特　　別　　損　　失

固 定 資 産 除 却 損 900

子 会 社 株 式 評 価 損 19,999

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 86,000

役 員 退 職 慰 労 金 11,725

過年度役員退職慰労引当金繰入額 323,681 442,306

税 引 前 当 期 純 利 益 417,686

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 356,738

法 人 税 等 調 整 額 24,227 380,965

当 期 純 利 益 36,720

（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

損益計算書

金　　　額



（単位：千円）

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

 平成19年3月31日残高 1,005,100 251,275 2,717,525 2,968,800 3,427,542 2,140,548 5,568,091 △ 11,204 9,530,787

 事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 140,363 △ 140,363 △ 140,363

別途積立金の積立 200,000 △ 200,000 ―　 ―　

当期純利益 36,720 36,720 36,720

自己株式の取得 △ 2,228 △ 2,228

自己株式の処分 △ 7 △ 7 171 163

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

 事業年度中の変動額合計 ―　 ―　 △ 7 △ 7 200,000 △ 303,642 △ 103,642 △ 2,056 △ 105,707

 平成20年3月31日残高 1,005,100 251,275 2,717,517 2,968,792 3,627,542 1,836,905 5,464,448 △ 13,260 9,425,080

 平成19年3月31日残高

 事業年度中の変動額

剰余金の配当

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

 事業年度中の変動額合計

 平成20年3月31日残高 9,768,394

△ 148,735 △ 148,735

△ 148,735 △ 148,735

343,314 343,314

△ 148,735

純資産合計

△ 254,442

株 主 資 本
合 計

その他利益剰余金
利 益 剰 余
金 合 計

10,022,837

△ 2,228

―　

△ 140,363

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

資 本
準 備 金

その他資本
剰 余 金

資 本 剰 余
金 合 計

492,049 492,049

株主資本等変動計算書

（自 平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

株　　主　　資　　本

利益剰余金

自己株式資本金

資本剰余金

評価・換算差額等

163

36,720



１.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

   ①子会社株式 移動平均法による原価法

   ②有 価 証 券    

     　 その他有価証券

時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

   ③棚 卸 資 産       先入先出法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

   ①有形固定資産 定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）については、定

額法によっております。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成１９年４月１日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。これによる損益に与える影響額は軽微であります。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５

％に到達した事業年度の翌期より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　これによる損益に与える影響額は軽微であります。

   ②無形固定資産 定額法

（３）引当金の計上基準

   ①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

   ②賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。

   ③役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づ

き計上しております。

   ④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

（追加情報）

　当社は、平成１９年１０月１日付けで適格退職年金制度を廃止し、確定拠出年金

制度及び退職一時金制度へ移行しております。

　本移行に伴う影響額は、特別利益に「適格退職年金制度終了益」として５４，３４２

千円計上しております。




